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モンゴル経済発展に対する農業の貢献

1．はじめに

安定的かつ持続可能な経済成長は、
人々の生活水準の改善にとって重要な要
素であり、経済面で人民生活が将来にわ
たって保証されるかという点でも重要である。
「ミレニアム開発目標（MDG）」は8つの

目標と18のターゲットを含む。これは、貧
困や飢餓を減らし、国際協力を強化し、
経済の強化と国民生活の改善を目的とし
て、2000年に国連ミレニアムサミットで採択
された（UN, 2000）。「持続可能な開発目
標（SDG）」は、環境変化、経済不均衡、
イノベーションや自然資源の効率的な使用
など17の小目標を含んでおり、すでに世界
中で順調に機能している（UN, 2015）。
モンゴル国会は、2008年モンゴル国会

決議12号を採択し（УИХ, 2008）、これを
「ミレニアム開発目標を基にしたモンゴル
の国家発展戦略」とよび、2016年モンゴ
ル国会決議19号は、「2030年までのモン
ゴルにおける持続可能な発展」と題するも
のであった（УИХ, 2016）。
しかしながら、上述の政策は採択された

ものの、グローバル発展というトレンドの中
で求められるような、現実的な政策実行力
が欠如している。

本研究は、一人当たりGDPをどのよう
な手段で成長させるか、一人当たりの労
働生産性をどのような手段で向上させる
か、非鉱業生産部門、特に農業部門のイ
ノベーションをどのように生み出していくか、
そして技術的に先進的な製品を国際市場
に輸出していくような外国貿易の模索につ
いて考察している。

1.1. �経済発展、グローバル化、農業
部門と外国貿易

近年、経済発展を明確に定義する方
法、競争力の優位性を測る方法、グロー

バル化に合わせた国家の発展、そして、グ
ローバル化を効率的に追い風とする外国
貿易の方法について、経済学者の間で議
論がなされてきた。これらの目標を達成する
ための唯一の方法は、企業間の有効な連
携、あるいはクラスター（形成）を基盤とし
た政策である（Williams, 2000）。

1.1.1.  経済発展
国の（経済）成長を測り、複数の地域

間の平均的な成長の度合いを比較するた
め、経済を「国内消費」と「輸出」に分け
るという方法論がある（Isaro, 1965）。この
方法論では、輸出はその地域の発展にお
いて基盤となるとともに、輸出を支える労
働者育成の手段となる。輸出部門の経済
活動や企業は、他の部門の企業に対し
て、強力な波及効果を生むような潜在力を
有してきた。結果として、多くの企業が直
接的あるいは間接的に利益を享受してきた

（Alicja, 2009）。
持続可能な発展とは、将来世代の生

活水準が現在の水準から下がらないこ
とと定義する研究者がいる（Dagsupta, 

2007）。彼らは、経済の全ての構成員
が、包摂的な発展により均等に社会的富
を享受できる状態であると定義する（Ali, 

2007）。
アジアの歴史を振り返ると、持続可能な

経済発展は、中位所得層の増加と貧困層
の減少といった、住民生活を改善するとい
う点で重要であった。そのため、経済成長
は重要であり、その実現可能性を高めるこ
とは広い意味での社会的富を拡大するた
めにも必要なことである（Л.Дансранбавуу 

Б. Г., 2017）。
包摂的な成長とは、経済のあらゆる部

門における成長（広範な成長）、あるいは
社会構成員がその富を享受できるような
もの（成長の共有）と定義される（World 

Bank, 2009）。急速かつ持続可能な経済
成長のための貧困の解消のためには、包
摂的成長、つまり人々が経済に対する貢献
と経済からの利益の享受の両方がかなえ
られなければならない（OECD）。モンゴル
では、何よりも農業と食品加工業、その他
の労働集約的産業の発展を目指すことが
求められている。

1.1.2.  グローバル化
グローバル化の動きは、世界経済と輸

出国家の間の競争力に変化をもたらし、
年々拡大している。国内的、国際的な企
業を問わず、生産者は世界中で類似する
財や代替材などを生産している競合者と
の競争を強いられる。情報技術と物流の
加速的な成長は、国際市場での競争をま
すます苛烈にする。とはいえ、グローバル経
済は、単に困難な課題であるだけでなく、こ
れまでになかった市場拡大の機会を与える
（Л.Дансранбавуу, 2017）。

中国や香港、シンガポール、台湾、そして
韓国などは、グローバル市場で順調に競
争している。1960年以降、アジアの4頭の
虎（香港、シンガポール、韓国、台湾）と龍

（中国）が世界市場における競争での成
功を遂げ、数十年間、高い経済成長、時
には二桁の成長をも示した。他方、1965
年から1980年にかけてのラテンアメリカ諸
国の実質 GDPは、年平均6％近く成長し
た。しかし、グローバル市場に参入して以
来、1980年代以降のラテンアメリカ諸国の
平均成長率は1.6％にまで下落した。
ラテンアメリカの発展は、困難に直面し

た。東アジア諸国の政策と比較して、ラテ
ンアメリカの政策は、以下の特徴を持って
いる。一つは、ラテンアメリカ諸国は、外
国からの借り入れを、単に赤字の補てんの
ために使用し、次世代の収益増加のため
には充てない傾向にあった。二つ目には、
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生産支援の融資政策は、ほとんどが輸出
指向企業ではなく、輸入代替企業に向け
られた。その結果、ラテンアメリカ諸国は、
1980年代以降、海外債務に苦しみ、返
済期間に入ると経済成長が減速した。三
つ目は、1970年から1980年代初頭、ラテ
ンアメリカ諸国の多くは内戦状態にあった
が、東アジアの国々には、そうした問題は
なかった（Singh, 1994）。
グローバル化に乗るためには、ラテンア

メリカ諸国の失敗、つまり政府が輸出指向
企業を省みず、輸入代替企業への政策
適用と支援を繰り返す政策を実施すること
は、避けなくてはならない。
さて、生産規模とその費用に関連して

1977年にパンツァーとウィリグスが、生産の
拡大による単位当たりの費用を低減させる
仕組みを示した（Panzar, 1977）。彼らの考
え方は、主にアダム・スミスやカール・マルク
スの考えに基づいている（図）。

長期的にみると、単位当たり生産費用
は、生産量が少ない時点では、（図1のQ1
の辺りで示される）最適生産量により近い
地点よりも単位当たり生産費用が高い。グ
ローバル市場では、他の大規模輸出国の
生産量を基にした低い生産費用で生産で
きる生産者との競争を強いられることにな
る。例えば衣料についていえば、モンゴル
で300万人の国内消費者だけを相手に生
産している生産者は、ベトナムやバングラデ
シュ、中国などグローバルな市場に向けて
輸出を行っている国の生産者より生産費
用が高いことが予想される。
モンゴルの発展を目指すためには、質と

生産費用の面でグローバル市場で競争で
きる生産財、サービスと生産クラスターを創
出する政策を提言すべきだ。特に、農業で

う点である。つまり、一国のイノベーションシ
ステムが行政区分により度々分断されるこ
とがある（Galvez-Nogales, 2010）。

農業クラスターの成功例として、チリとマ
レーシアの例がある。開発の初期、これら
の地域は鉱業に依存していたが、高価な
農業生産物の巨大な生産者へと成長し
ていった。そして、それにより追加的に需要
が創出されていった。この二カ国の例は、
政府が産業クラスターの形成に際して、イ
ンフラの支援、ビジネスにおけるサービスの
提供や、技術や輸出の支援、いくつかの
物流、国境の問題や税制優遇の政策など
により重要な役割を果たしうるということを
示した（UN, 2007）。

1.1.4.  モンゴル経済の現状
近年、特にモンゴルの隣国である中国

で、鉱物の需要が減退し続けており、それ
に伴い、原材料価格も低下し続けている。
このことは、モンゴル国の収入を脅かすも
ので、モンゴルが外債に一層依存する要
因となるとともに、結果としてモンゴル全体
の経済成長を減速させている。2010年か
ら2016年にかけて、モンゴルの実質GDP
は9.8兆トゥグルクから16兆トゥグルクに増加
し、この期間63.3％の成長を示している。
他方、財務省のデータによると、モンゴル
政府の歳入は、2016年末までに5兆8521
億ドルにまで落ち込み、前年から1313億ド
ル、2.2％の下落を示している。
この歳入落ち込みの主因は、マクロ経

済のファンダメンタルズの複合的要因、特
に2015年から世界の経済成長率が1.4ポ
イントの下落を示したこと、米ドルの価値
変動、輸出と輸入両方の減少、地元の
金融機関の誤った経営や、外国直接投資

（FDI）からの収入が明らかに減ったこと
による様 な々変化である。こうした事態は、
モンゴル政府に緊縮的な財政支出を強い
ることとなり、公共サービスへの資金や、翌
年度における建設プロジェクトを遅らせるこ
ととなった。

民間部門では、雇用者数が大きく減り、
政府資金に大きく依存していた借入も極
度に増加し、そのほとんどが支払を先延ば
しするという状態となった。結果として、モ
ンゴル経済は明らかに危機の状態にあり、
その本質的な原因は、政府財政の失敗と

の官民連携（PPP）を提案する。

1.1.3.  農業クラスター
広義には、クラスターとは「生産要素

が地理的に集中していることを指し、それ
らの近接性が優位性を作り出すものであ
る」と定義される（Bosworth, 1996）。また
Porter （1998）により、「特定の産業におい
て、お互いに作用しあう企業や機関の地
理的集中」とも定義されており、この二つは
実質的に同義である。より簡単に言えば、
クラスターとは同種の企業のグループであ
り、企業が地理的に近接して立地すること
によって、物流の優位性を与えるようなまと
まりを指している。

途上国の多くは、農業部門が発展の潜
在的機会を有している。先進国では農業
部門がうまく発展しているが、途上国では、
農業部門の雇用者が貧困水準にあり、他
部門と比較すると低所得である。
農業部門のクラスターは、以下のような

特徴を持つ。一つ目は、地域の発展のあり
方がグローバルサプライチェーンと相互に
影響し合う形である。二つ目は、農業ビジネ
ス複合体が生産や農業用生産財の取引
に関連するすべての事業者を組織し、複
合体の構成員が他者に依存しているとい
う形である（Simons, 1992）。三つ目は、多
面的な目的を持った複合体である農業生
産パークが、農業生産企業に対してサー
ビス関連の費用削減という利点を提供す
る。具体的には、輸送、倉庫業、包装面
の集中の利点である。四つ目は、農業生
産輸出区が、農業生産物の輸出に特化し
たクラスターとして設立される。五つ目は、
農業生産物と食品の輸出を行う合弁企業
が、関連する中小企業を組織し、海外と
の一括での取引を行うために、メンバー企
業の生産する財貨・サービスを集約するこ
とを常に請け負う（UNIDO, 2003）。六つ
目は、「一村一品運動」の手法であり、こ
れは日本で生まれたものである。これは一
つの村において、すべての産業を一つの
生産物に集中し、市場活動や、追加的な
生産への支援を進めることによって、その
一つの生産物を高品質化していくという形
である。七つ目は、地方のイノベーションシ
ステムが、同一産業クラスター内でも（行
政区域の）境界により分断されてしまうとい

図　規模の経済

出所： Myers, 2013
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資源価格の変動である。
これら財政政策の失敗を挽回し、新た

に持続可能な歳入の財源を作り出すため
に、モンゴル政府は、中小企業関連法案
の整備、具体的には低利貸し付けの供
与、国内生産者に対する資金調達の優遇
などを実施した。その結果、2016年には
5万3000件以上の中小企業が全国的に
活動を行うようになった。これら中小企業の
80％以上は、従業員数1～9人という規模
で、政府は2009年から2016年にかけて、
中小企業向けに7455億ドルの資金を供給
した（ХХААХҮЯ, 2017)）。

GDPに対する外国貿易の比率は、世
界的な平均値では29.4％であるのに対し
て、モンゴルの平均値は50.8％である。世
界平均と比べて、これだけの高い割合で

あるにもかかわらず、モンゴルの輸出総額
の71.0～89.2％は鉱業生産物であり、こ
の比率は近年に至るまで減少していない
（表1）。モンゴル経済が変動の大きい資
源価格に依存し続けることは、財政収入
の安定性にとって、大きな危機である。

2.  検証方法

ここでは、最小二乗法による重回帰と
グレンジャーの因果性検定を使用するが、
これは、ケヒンデ他の共同研究を基にし
たものである（Kehinde, Jubril, Felix, and 

Edun, 2012）。彼らのナイジェリアに関する
既存研究で用いられている方法に、ここで
は、農業の実質成長率を変数として加え
て検証を行う。

a. 従属変数 : 
RGDP 	� パーセント表示の実質 GDP 成

長率
b. 独立変数 : 
RAGDP 	�パーセント表示の実質農業生

産成長率
EXPT 	 輸出額（単位 : 100万ドル）
IMPT 	 輸入額（単位 : 100万ドル）
FDI 	� 外国直接投資（単位 : 100万

トゥグルク）
GDPCBP	名目GDP（単位 : 100万トゥグルク）
INFRAT	パーセント表示の物価上昇率
EXCRAT	トゥグルクの対ドル為替レート
OPNSS	 パーセント表示の経済開放度

3.  実証結果

表2は1994年から2016年までの23年間
の記述統計量を示したものである。例え
ば、実質GDP成長率は2011年に最大値
（17.3％）となり、2009年に最小値（-1.3％）
となった。期間中、実質GDP成長率は年
間平均で6.1％となった。成長率の標準偏
差は4.4％で、このことから成長の変動がか
なり大きいということがわかる。

時系列データを扱うときには、その系列
が定常過程にあるかどうかを確認する必
要があり、最初に拡張ディッキー・フュラー
検定の結果を示す（表3）。ここで用いてい
る変数においては、農業生産成長率以外
の変数が全て、レベル変数では非定常過
程であることが示されている。階差をとると
5％有意水準で、定常過程であることが支
持されている。

表1　モンゴルの外国貿易に関する指標　　　　　　
（単位 : 100万ドル）

出所 : モンゴル統計局

2012 2013 2014 2015 2016
総 貿易額 11,123 10,627 11,011 8,467 8,275
輸  出  額 4,385 4,269 5,774 4,669 4,916
輸 入 額 6,738 6,358 5,237 3,798 3,358
貿易収 支 - 2,354 - 2,089 539 872 1,558
鉱業品輸出 3,910 3,496 4,792 3,678 3,484

表2　変数の記述統計量（1994-2016年）

出所 : 筆者作成

RGDP RAGDP EXPT IMPT FDI GDPCBP INFRAT EXCRAT OPNSS
平　　　　　均 6.1 3.7 2,026 2,248 1,244,384 7,233,277 15.5 1,186 86.6
中　　央　　値 6.4 4.7 1,064 1,177 394,494 3,041,406 10.0 1,170 87.8
最　　大　　値 17.3 21.1 5,774 6,738.4 6,466,350 23,935,854 66.3 2,146 109.7
最　　小　　値 - 1.3 - 19.2 356 258 30,100 382,103 1.1 409 61.1
標　準　偏　差 4.4 10.9 1,842 2,168 1,819,903 8,173,387 16.8 430 12.1
歪　　　　　度 0.6 - 0.6 1 1 2 1 1.9 0 - 0.5
尖　　　　　度 3 2.9 2 3 6 3 5.7 3 2.9

Jarque-Bera Statistics 1.3 1.6 3 4 20 4 21.2 0 0.9
ｐ　　　 　　値 0.5 0.5 0 0 0 0 0 1 0.6

表3　拡張ディッキー・フュラー検定の結果

注：p 値は、MacKinnon (1996) の値を使用
出所：筆者作成

変数 ADF検定統計量 p値 和文次数レベル変数 1階の階差変数 レベル変数 1階の階差変数
RGDP - 2.639 - 4.381 0.101  0.003*** I(1)
RAGDP - 3.182 - 3.805 0.036** 0.010*** I(0)
EXPT 0.121 - 4.163 0.959 0.006*** I(1)
IMPT - 1.148 - 3.334 0.677 0.026** I(1)
FDI - 1.250 - 4.622 0.631 0.002*** I(1)

GDPCBP 0.158 - 6.163 0.963 0.000*** I(1)
INFRAT - 1.148 - 3.334 0.677 0.026** I(1)
EXCRAT 0.237 - 3.468 0.969 0.020** I(1)
OPNSS - 2.301 - 5.060 0.182 0.001*** I(1)
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この効果は、2年間の間は観測され、外
国投資の変化は実質GDP成長率に対し
て次期2年後にかけて強い変化をもたらす
（F値2.916、p 値0.083）。

4.  結論と政策提言

現在の、大多数の先進国では、発展の
初期段階は農業を基礎とし、農業が労働
集約的な産業のため、比較的小規模な投
資で多くの雇用を生み出した。
本研究は、現在のモンゴル政府による

中小企業政策が、社会的効率性の面で
非効率であり、企業があまりに細分化され
ているため資金投入効果も分割されてし
まっていることを前提としている。ケヒンデ
他の共同研究を基に、回帰分析とグレン
ジャー検定の方法を用いた。さらに実質農
業生産成長率と前期のFDIをケヒンデ他
のモデルに加えており、これらは実質GDP
成長率に対して強い正の効果をもつこと
が明らかになった。

政府により、実効性ある補助金の支援
で農業従事者を（規模の経済の働く生産
量により近い）グローバル市場に向けさせ、
着実なFDIと実質農業生産の増加を実
現することは、新規雇用の創出や貧困の
削減、経済に対して有益な中所得層の確
立と将来の実態経済の成長を加速させる
ことに資すると思われる。

言い換えると、モンゴルは相対的な優位
性、特に農業を基礎とした優位性に目を向
け、開発の対象を少数の他産業に絞るべ
きである。対象とすべきは、規模の経済が
働くような生産規模に近い水準で、輸出指
向となることが見込まれる産業である。

［英語原稿をERINAにて翻訳］

推定結果（表4）によると、当期実質
GDP成長率とFDI成長率（1年のラグを
とった変数）、実質農業生産成長率の間
には正の関係がある。また、当期実質GDP
成長率とトゥグルクの対ドル為替レート、前
期の実質GDP成長率の間には、負の関
係があることが示されている。それ以外の
変数については、当期実質GDP成長率に
対して有意な限界効果を持たないことが
示されている。なお、有意水準10％でもゼロ
制約を棄却できないが、経済開放度は当
期実質GDP成長率に対して正の効果で
推定されている。
この結果は、ナイジェリアに対するケヒン

デ他の既存研究とも同様の結果である。
主な違いは、モンゴル経済に対しては物
価上昇率が当期の実質GDP成長率を変
化させないということである。また、本研究

では実質農業生産成長率を追加的に導
入しているが、この効果は有意な正の効
果を示している。この回帰モデルの頑健
性については、補論において検証してい
る。また、共和分の有無を検証するために
Johansen and Juselius（1990）の共和分検
定を行ったが、長期的な関係は支持され
た。
グレンジャー検定の結果、実質 GDP

成長率は、実質農業生産成長率とグレ
ンジャーの意味での因果関係にあり（F
値19.880、p 値0.000）、また、為替レー
トは実質農業生産成長率に対してグレン
ジャーの意味での因果関係にある（F 値
は9.246、p 値は0.007）。言い換えると、実
質 GDP 成長率と為替レートは、1期後に
農業生産成長率を変化させるということで
ある。
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性を支持する帰無仮説を棄却できないと
いう結果が示された（補論表 A-1）。また
残差の系列に対してQ 統計量を用いて、
残差の自己相関（以下、系列相関）の有
無を検証した結果、前の期との有意な相
関は確認できないという結果となった（補
論表A-2）。同様に系列相関の有無をブロ
イッシュ・ゴドゥフレイのラグランジュ乗数検
定におけるF 値により検証したところ、検
定統計量が0.49（p 値が0.624）で、系列

補論

回帰モデルに含まれる説明変数や誤差
項の特徴から、最小二乗（OLS）推定を
実行することが妥当かどうかを検証する必
要がある。以下では、OLS 推定の妥当性
を検証するためにいくつかの統計的検定
を実行した結果を示す。

ジャック・ベラ検定の結果は、検定統計
量が0.26（p 値が0.877）で、残差の正規

相関が存在しないという結論が支持された
（補論表A-3）。ブロイッシュ・パガン・ゴドゥ
フレイ検定により、残差の分散不均一性に
関する検定のF 検定値を見たところ、検
定統計量は0.916（p値が0.543）となった。
これらの検定は、OLS 推定の結果が、統
計的に矛盾のないものであることを示して
いる。

図 A- 1　残差系列のヒストグラム
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表 A-1　残差系列の自己相関
ラグ次数 自己相関係数 偏自己相関係数 Q 値 P値

1 0.010 0.010 0.003 0.960 
2 0.174 0.174 0.805 0.669 
3 - 0.172 - 0.180 1.625 0.654 
4 - 0.222 - 0.260 3.072 0.546 
5 - 0.446 - 0.432 9.251 0.099 
6 - 0.189 - 0.242 10.429 0.108 
7 - 0.043 - 0.037 10.495 0.162 
8 - 0.067 - 0.292 10.666 0.221 
9 0.270 - 0.082 13.632 0.136 
10 0.153 - 0.160 14.658 0.145 
11 0.141 - 0.242 15.617 0.156 
12 0.181 0.038 17.347 0.137

表A-2a　Breusch-Godfreyの系列相関検定（ラグランジュ乗数検定）

検定統計量 P値 帰無仮説が
想定する分布

F-statistic 0.495 0.624 F(2,10)
観測値数×R-Squared 1.98 0.372 Chi-Squared (2)

表A-3a　不均一分散の検定（Breusch-Pagan-Godfrey検定）

検定統計量 P値 帰無仮説が
想定する分布

F-statistic 0.916 0.543 F(9,12)
観測数×R-Squared 8.958 0.441 Chi-Square (9)

Scaled ESS 2.074 0.990 Chi-Square (9)

表A-2b　検定された式
変数 係数 標準誤差 t値 p値
C 17.344 35.533 0.488 0.636

RAGDP - 0.053 0.090 - 0.595 0.565
LOG(EXPT) 1.332 5.662 0.235 0.819
LOG(IMPT) 2.260 5.848 0.386 0.707

LOG(FDI(-1)) - 0.030 1.578 - 0.019 0.985
LOG(GDPCBP) - 2.801 5.595 - 0.501 0.627
LOG(INFRAT) - 0.430 0.988 - 0.436 0.672
D(EXCRAT) 0.002 0.007 0.352 0.732
D(OPNSS) - 0.016 0.055 - 0.292 0.776
RGDP(-1) 0.049 0.275 0.179 0.861
ラグ1期残差 0.121 0.416 0.291 0.777
ラグ2期残差 0.509 0.513 0.994 0.344

R-squared	 0.090 
自由度修正済 R-squared	 -0.911 
回帰の標準誤差	 1.920 
残差二乗和	 36.860 
対数尤度	 -36.894 
F 値	 0.090 
p 値	 1.000 
従属変数の平均値	 0.000 
従属変数の標準偏差	 1.389 
AIC	 4.445 
BIC	 5.040 
HQ	 4.585 
ダービンワトソン比	 1.819 

表A-3b　検定された式
変数 係数 標準誤差 t 値 p値
C 90.929 38.225 2.379 0.035

RAGDP 0.035 0.090 0.388 0.705
LOG(EXPT) 11.276 6.861 1.644 0.126
LOG(IMPT) 2.876 6.422 0.448 0.662

LOG(FDI(-1)) 0.926 1.968 0.471 0.646
LOG(GDPCBP) - 13.112 5.901 - 2.222 0.046
LOG(INFRAT) - 1.852 1.106 - 1.675 0.120
D(EXCRAT) 0.005 0.007 0.734 0.477
D(OPNSS) - 0.114 0.065 - 1.744 0.107
RGDP(-1) - 0.209 0.309 - 0.678 0.511

R-squared	 0.407 
自由度修正済 R-squared	 -0.037 
回帰の標準誤差	 2.394 
残差二乗和	 68.801 
対数尤度	 -43.759 
F 値	 0.916 
p 値	 0.543 
従属変数の平均値	 1.841 
従属変数の標準偏差	 2.351 
AIC	 4.887 
BIC	 5.383 
HQ	 5.004 
ダービンワトソン比	 2.979 
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